（６）　遺族会
戦争の犠牲を受け
　幕末から明治にかけて、新生日本は戦争と文明開化で明けた。即ち戍辰の役（明治元年）、西南戦争（明治１

た遺家族
０年）から始まり、日清戦争（明治２７、８年）、日露戦争（明治３７、８年）と戦争によって日本の姿は大きくゆれながら変わっていった。さらに大正、昭和になって満州事変（昭和６年）、日華事変（昭和１２年）と軍国主義は次第に強められてゆき、ついに昭和１６年１２月８日太平洋戦争の勃発となった。これらの戦争には多くの人たちが徴用されて国を護り、尊い生命を散らせていった。しかしその陰には一家の柱や子供たちを失った遺家族の苦しい生活が残り、戦争終結と共にその生活のみじめさと、立直りのできないまま悲惨な運命をたどった人たちの多くあることは、記憶に生々しいところである。
遺家族救済対策
　こうした遺家族の救済措置は、戦後処理の国の大きな責任として残ったが、従来から戦傷病者に支給されてきた恩給や公務扶助料が、終戦と共に連合国から「軍人又はその遺家族であることにより一般の困窮者と差別し優遇されるという制度は好ましくない」という覚書きが発せられ、これにもとづいて昭和２１年２月１日「恩給法の特例に関する件」の公布によって軍人恩給は停止された。しかしこのような措置は　講和条約によって新しく独立した日本の国情にそわぬ深刻な問題として論議され、その結果２７年３月「戦傷病者戦歿者遺族等援護法案」が国会に提出されて可決され、４月から恩給、扶助料、障害年金、厚生医療の給付や補装具の支給、戦歿者遺族に対する弔慰金支給が行われた。またこれに伴って遂次適用される範囲も拡大され、戦地勤務の雇員、傭人、旧国家総動員法にもとづく被徴用者、協力者にも弔慰金、年金の給付の途が開かれるなど、遺家族援護の手は伸びて行った。その後同法案は１０数回にわたって改正され、各種給付内容が充実されていった。
羽合町の遺家族福
　羽合町で現在遺家族に対する福祉対策として実施しているのは、町遺族会に対して活動補助金を支給するほ
祉対策
か、春季慰霊祭を４月１８日橋津公園で施行し、さらに毎年行われる沖縄慰霊祭、東京の全国慰霊祭に代表遺族の派遣参加など多方面にわたって行われている。


　なお４月１８日に行われる春季慰霊祭のことについては後項「民俗＝春季戦歿者慰霊祭」で説明しているので、省略するが、５０年の羽合町遺家族は２７７世帯となっておる。
